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令和３年度定期監査結果（11 月分） 

 

第１ 監査対象及び監査実施年月日 

 

監 査 対 象 課 監査実施年月日 

行政改革推進課、商工観光課、消防本部 令和 3年 11 月 26 日 

 

 

第２ 監査の対象期間   

 令和 3年 4 月 1日から令和 3年 9 月 30 日まで 

 

 

第３ 監査の場所   

 監査委員事務局 

 

 

第４ 監査の方法 

令和３年度に執行中の財務に関する事務（予算の執行、収入、支出、契約、現金及び有価証券

の出納管理、財産管理など）及び経営に係る事業の管理について、あらかじめ提出された資料・

関連書類等に基づき関係職員から説明を聴取した。 

 

 

第５ 監査の着眼点 

財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が、適正かつ効率的に行われ、住民福祉の

増進のために効果をあげているかなどを主眼に、監査基準に準拠し監査を実施した。 

 

 

第６ 監査の結果 

予算の執行及び事務処理状況は、おおむね適正であると認められた。 

なお、各課の監査結果は次のとおりである。 
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行 政 改 革 推 進 課 

 

１ 監査の概要 

 

（１）所管事務 

行政改革推進の進行管理に関すること、行政改革アクションプランに関すること、行政

評価に関すること、公共施設等総合管理計画に関すること、市債権の徴収対策に関するこ

と、庁舎施設の管理に関すること、市有財産の統括的管理等を行っている。 

 

 

（２）職員の配置状況（令和 3年 4 月 1日現在） 

行政改革推進課 9 人 班 名 職員数 

課長  1 人 

副課長 1 人 

行政改革班 3 人 

資産経営班 4 人 

 

 

（３）予算の執行状況（令和 3年 9 月 30 日現在） 

一般会計 

（歳 入） 

款 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収入未済額 
収 入 率 

 対予算 対調定 

使用料及び

手 数 料 

円 

826,000 

円 

588,467 

円 

586,564 

円 

1,903 

％ 

71.0 

％ 

99.7 

財 産 収 入 9,740,000 21,475,753 13,824,514 7,651,239 141.9 64.4 

諸 収 入 2,000 560,009 560,009 0 28000.4 100.0 

計 10,568,000 22,624,229 14,971,087 7,653,142 141.7 66.2 

収入済額の主なもの 

・財産収入    行政財産貸付料     4,416,008 円 

・財産収入    土地売払収入      1,408,670 円 

・財産収入    物品売払収入      6,593,875 円 
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（歳 出） 

款 予 算 現 額 執 行 済 額 予 算 残 額 執 行 率 

総 務 費 
 円 

166,652,000 

円 

84,913,651 

円 

81,738,349 

％ 

51.0 

諸 支 出 金 10,000 0 10,000 ― 

計 166,662,000 84,913,651 81,748,349 51.0 

 

執行済額の主なもの 

・総務費  庁舎管理費  需用費       25,457,813 円 

・総務費  庁舎管理費  委託料       35,437,743 円 

・総務費  庁舎管理費  使用料及び賃借料   4,215,679 円 

 
 

２ 監査の結果 

特に指摘すべき事項はない。 
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商 工 観 光 課 

 

 

１ 監査の概要 

（１） 所管事務 

    商業の振興、奨励及び助成に関すること、消費者行政に関すること、工業の振興、支援

及び助成に関すること、企業誘致事業に関すること、観光振興に関すること、観光イベン

トの計画及び実施に関すること、観光施設の管理に関すること等を行っている。 

 

（２）職員の配置状況（令和 3年 4 月 1日現在） 

商工観光課 13 人 班 名 職員数 

課長  1 人 

副課長 1 人 

商工労政班 5 人 

観光班 6 人 

※会計年度任用職員を除く。 

 

（３） 予算の執行状況（令和 3 年 9月 30 日現在） 

一般会計 

（歳 入） 

款 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収入未済額 
収 入 率 

対予算 対調定 

使用料及び

手 数 料 

円 

10,500,000 

円 

4,956,920 

円 

4,737,920 

円 

219,000 

％ 

45.1 

％ 

95.6 

県 支 出 金 3,716,000 235,000 0 235,000 － － 

諸 収 入 100,000,000 1,296,316 1,079,785 216,531 1.1 83.3 

計 114,216,000 6,488,236 5,817,705 670,531 5.1 89.7 

収入済額の主なもの 

・使用料及び手数料 長熊釣堀センター使用料 4,737,920 円 

 

 

（歳 出） 

款 予 算 現 額 執 行 済 額 予 算 残 額 執 行 率 

労 働 費 
円 

1,869,000 

円 

465,220 

円 

1,403,780 

％ 

24.9 

商 工 費 549,946,000 263,280,724 286,665,276 47.9 

計 551,815,000 263,745,944 288,069,056 47.8 
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執行済額の主なもの 

・商工費 中小企業金融対策事業 貸付金       100,000,000 円 

・商工費 商業活性化推進事業 負担金補助及び交付金 72,560,000 円 

・商工費 中小企業者等事業継続支援金給付事業 負担金補助及び交付金 17,800,000 円 

  ・商工費 観光事務費             負担金補助及び交付金 16,588,000 円 

 

２ 監査の結果 

特に指摘すべき事項はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



6 

消 防 本 部 

 

１ 監査の概要 

（１）所管事務 

水、火災等の警防計画、警報及び通報に関すること、救急救助に関すること、消防施設

の整備及び維持管理に関すること、火災及びその他気象災害情報等の収集及び伝達に関す

ること、危険物の規制に関すること、消防団に関すること等を行っている。 

 

（２）職員の配置状況（令和 3年 4 月 1日現在） 

消防本部 121 人 課名等 職員数 

消防長  1 人  

消防次長 2 人 

総務課  9 人 

予防課  7 人 

警防課  8 人 

消防署 94 人 

※会計年度任用職員を除く。 

 

（３）予算の執行状況（令和 3年 9 月 30 日現在） 

一般会計 

（歳 入） 

款 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収入未済額 
収 入 率 

対予算 対調定 

使用料及び
手 数 料 

円 
803,000 

円 
449,200 

円 
386,400 

円 
62,800 

％ 
48.1 

％ 
86.0 

国庫支出金 795,000 0 0 0 － － 

県 支 出 金 512,000 512,000 0 512,000 － － 

諸 収 入 0 772,912 282,912 490,000 － 36.6 

計 2,110,000 1,734,112 669,312 1,064,800 31.7 38.6 

収入済額の主なもの 

・使用料及び手数料 危険物施設等許可申請手数料   385,800 円 

・諸収入      市有物件損害保険金       164,120 円 

 

（歳 出） 

款 予 算 現 額 執 行 済 額 予 算 残 額 執 行 率 

消 防 費 
円 

255,087,000 

円 

145,227,820 

円 

109,859,180 

％ 

56.9 

執行済額の主なもの 

・常備消防事務費   需用費        21,192,737 円 

・消防車両整備事業  備品購入費      57,906,640 円 

・非常備消防事務費  負担金補助及び交付金 19,093,044 円 
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２ 監査の結果 

特に指摘すべき事項はない。 

 


